
１．平成16年９月中間期の連結業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  7円45銭 
※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の５ページを参照して下さい。 

平成平成平成平成17171717年３月期年３月期年３月期年３月期    中間決算短信（連結）中間決算短信（連結）中間決算短信（連結）中間決算短信（連結）    平成16年11月15日

上場会社名 株式会社シンワ 上場取引所 大証第２部 
コード番号 2654 本社所在都道府県 大阪府 
(URL http://www.shinwa-c.com/) 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 白山 俊二 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長氏名 山口 昇 ＴＥＬ  （06）6683－3101 
決算取締役会開催日 平成16年11月15日 
米国会計基準採用の有無 無 

(1）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年９月中間期 9,857 △20.1 146 △34.7 94 △39.8 
15年９月中間期 12,340 2.1 223 136.8 157 871.3 

16年３月期 23,963   458   262  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭
16年９月中間期 39 △74.8 7 33 7 30 
15年９月中間期 156 － 29 13 29 03 

16年３月期 228   42 64 42 35 

（注）①持分法投資損益 16年９月中間期 －百万円 15年９月中間期 －百万円 16年３月期 －百万円

②期中平均株式数 (連結) 16年９月中間期
5,368,000

株
15年９月中間期

5,368,000
株

16年３月期 
5,368,000

株
③会計処理の方法の変更 無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）連結財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭
16年９月中間期 7,037 907 12.9 169 11 
15年９月中間期 8,399 798 9.5 148 71 
16年３月期 7,963 863 10.8 160 78 

（注）期末発行済株式数（連結） 16年９月中間期
5,368,000

株
15年９月中間期

5,368,000
株

16年３月期 
5,368,000

株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円
16年９月中間期 △79 △55 △317 664 
15年９月中間期 16 △76 △94 513 
16年３月期 1,191 △46 △692 1,112 

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ２社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規） －社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．平成17年３月期の連結業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 

    百万円  百万円  百万円
通 期 20,500   85   40  
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１．企業集団の状況 
 当社グループは、株式会社シンワ（当社）及び連結子会社２社（国内１社、海外１社）により構成されており、食肉

の卸売商社として、食肉輸入、食肉加工品販売及び外食店舗経営を主な内容として事業活動を展開しております。各事

業における当社及び当社の連結子会社の位置付け等は次のとおりであります。 

〔卸売事業〕 

 当社の卸売事業は、牛肉、牛内臓肉、豚肉及び加工品等の販売を行っております。また、輸入食肉の扱いが大半を

占めているため、当社が直接海外の生産業者から買い付けを行っているほか、米国においては連結子会社である

REXUS INTERNATIONAL CORPORATIONを通じて、日本への輸出の代行業務を行うとともに、現地の情報収集、新商品の

開発等に力を注いでおります。さらに、国内においては近畿圏の取引先のルート配送について、連結子会社である株

式会社セイワ物流を活用し、日々の取引先のニーズに対応しております。 

〔外食事業〕 

 当社の外食事業は、主に焼肉店「あふさか牛太郎」の経営を行っております。当社が食肉の卸売商社である強みを

生かし、リーズナブルな価格で提供しております。大半の店舗で炭火の使用、和風基調の内装と、家族の団らんの場

としてご利用していただける店舗運営を目指しております。 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 
得   意   先 一 般 消 費 者 

連結子会社 株式会社セイワ物流 

外 食 事 業 

当       社 

卸 売 事 業 

連結子会社 

商品販売 

物流委託 

（注） 

REXUS INTERNATIONAL CORPORATION 
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２．経営方針 
１．当社の経営の基本方針 

 当社は、「挑戦、独創、愛」を社是に掲げ、設立以来、「食文化への貢献」「顧客第一主義の徹底」「積極的経

営」「活力ある企業風土の育成」を経営理念とし、今日まで業容の拡大に努めてまいりました。 

 当社が最終的に目標とする事業形態は、食肉を中心とした総合食品企業であります。この経営ビジョンを達成する

ため、現在の主たる販売先である問屋、スーパー、通信販売各社に対する加工品や二次製品の研究開発に取り組み、

商品供給パイプをさらに太くするとともに、外食事業における焼肉店「あふさか牛太郎」の店舗展開を推進すること

によって、より消費者に近い企業として発展させていく方針であります。 

２．当社の利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する適切な利益の還元を、経営の重要課題の一つとして位置付けております。従いまし

て、利益配当につきましては、再投資のための内部留保資金の確保と安定的な配当を行うことを念頭に置きながら、

財政状態、利益水準及び配当性向等を総合的に検討することとしております。 

 内部留保資金の使途につきましては、外食事業の店舗展開のための設備投資資金に充当し、事業拡大に努めてまい

ります。 

３．目標とする経営指標 

 当社における平成16年３月期を初年度とする中期経営計画の最終年度、平成18年３月期における目標数値は、①売

上高経常利益率 1.5％、②株主資本比率 15.0％、③ＲＯＡ（総資本経常利益率） 4.0％、④ＲＯＥ（株主資本当期

利益率） 17.0％であります。 

４．中長期的な当社の経営戦略 

 当社の中長期的な経営戦略といたしましては、卸売事業においては、輸入牛肉と国産牛肉をバランスよく取り扱う

とともに、第三国からの冷蔵牛肉や製品輸入に本格的に参入し、販売数量の増大を図ってまいります。外食事業にお

いては、焼肉店「あふさか牛太郎」を中心に堅実な店舗展開を目指し、収益力の拡大を図るとともに、新規業態開発

を積極的に行ってまいります。 

５．対処すべき課題 

 中長期的な経営戦略の達成に向けて対処すべき課題は下記のとおりと認識しております。 
① 新規商品仕入ルートの確立 
 当社の主要販売品目である米国産牛肉の禁輸措置が続くなか、豪州産牛肉及び国産牛肉の取り扱い強化を図っ
ております。米国産牛肉の輸入再開にいまだ時間がかかるなか、新たな牛肉供給ルートの開拓が急務でありま
す。すでにメキシコ産冷蔵牛肉及び中国産畜産品の輸入を開始しており、今後も積極的に新たな仕入ルートの開
拓に取り組んでまいります。 

② 外食事業の収益力強化 
 当社における外食事業は、焼肉店「あふさか牛太郎」を核として収益力の確保を図っております。今後はスケ
ールメリットを生かし、徹底した効率化により更なる収益力アップを図ってまります。全国の焼肉チェーン店は
コストを含めた食材調達力アップにしのぎを削るなか、食材供給側の企業としての強みを生かし、魅力的なメニ
ュー提案による売上高の増加を目指しております。 

③ 次代を担う人材育成 
 激変する経済環境のなかで、当社といたしましても次代を担う経営者あるいは管理者たる人材の育成が急務で
あります。社内外を問わない効率的な人材配置及び抜本的な人事処遇制度の改革により、社内の活性化を図って
まいります。 
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６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
 当社グループは、コーポレート・ガバナンスに対する基本を、当社の経営理念である「食文化への貢献」「顧客
第一主義の徹底」「積極的経営」「活力ある企業風土の育成」を実現するために経営上の組織体制や仕組みを整備
し、変化に応じて柔軟に対応することであると考えております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
① 当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

 取締役会は、取締役５名（社外取締役はおりません。）で構成しており、原則毎月第２木曜日に実施されま
す。その場で重要事項はすべて付議され、業績の進捗についても議論し、対策を都度検討しております。 
 当社は監査役制度を採用しており、非常勤の社外監査役２名と、常勤の社外監査役１名の計３名で構成して
おります。監査役は非常勤も含めて取締役会にはすべて出席し、常勤監査役は取締役会をはじめとして社内の
会議にも積極的に参加しており、取締役の職務執行を十分監視できる体制となっております。 
 公認会計士監査は、新日本監査法人に依頼しております。期末のみならず期中に随時監査が実施されてお
り、当社グループ全般の会計監査の環境整備を図っております。 
 委員会等設置会社に移行する是非については、今後も重要な課題として継続して検討してまいりますが、当
面現在の取締役と監査役という枠組みの中で経営機構の改革を進めて行きたいと考えております。 

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
 当社では社外取締役を選任しておりません。社外監査役３名につきましては、当社及びグループ会社出身で
はありませんが、うち２名については顧問弁護士及び顧問税理士であります。 

③ 当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 
 当社では、決算発表の早期化、当社ホームページ（http://www.shinwa-c.com/）を通じ財務情報の提供など
株主、投資家の皆様への情報提供に努めております。今後とも、定期的かつ迅速なＩＲ活動の実施及び幅広い
情報提供に向けて積極的に取り組んでまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 
Ⅰ．経営成績 
１．業績の概況 
 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績が回復し、設備投資の増加や雇用状況が改善されてきたも
のの、米国及び中国経済の減速懸念から景気の先行きは不透明な状況が続いております。 
 当社を取り巻く業界環境においては、昨年12月に発生した米国でのＢＳＥ（牛海綿状脳症）による米国産牛肉の
禁輸措置が依然続いており、非常に大きなマイナス要因となっております。 
 このような情勢のもと、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高 9,857百万円（前年同期比20.1％
減）、営業利益 146百万円（前年同期比 34.7％減）、経常利益 94百万円（前年同期比 39.8％減）、中間純利
益 39百万円（前年同期比 74.8％減）となりました。 
 セグメント別の業績等は次のとおりであります。 
 卸売事業においては、主力取り扱い品目である米国産牛肉の取り扱いがストップするなか、代替商品として豪州
産及び国産の販売を強化するとともに、国内で初めてメキシコ産冷蔵牛肉の販売を開始いたしました。品目別売上
高では豚肉が前年同期に比べ 38.3％増加したものの、米国産牛肉の減少による牛肉 40.4％減及び牛内臓肉38.6％
減をカバーするには至らず、売上、利益とも減少いたしました。 
 この結果、売上高 8,848百万円（前年同期比 21.0％減）、営業利益 342百万円（前年同期比 0.9％減）となり
ました。 
 外食事業においては、収益力改善に努めたものの、度重なる台風の影響に加えオリンピック開催期間も来店客数
減少により、売上、利益ともに大幅に減少いたしました。当中間連結会計期間における「あふさか牛太郎」の店舗
数は出店１店舗（直営１店舗）により、当中間連結会計期間末の店舗数は23店舗（直営22店舗、ＦＣ１店舗）とな
りました。 
 この結果、売上高 1,008百万円（前年同期比 11.6％減）、営業損失 52百万円となりました。 
 （セグメント別の営業利益につきましては、共通費用控除前の金額であります。） 

２．通期の見通し 
 通期の見通しにつきましては、わが国経済が引き続き回復基調にあるものの、米国及び中国の景気動向に左右さ
れる極めて不安定な状況が続くと思われます。 
 業界環境におきましても、米国産牛肉の禁輸措置の影響が下期にも及ぶものと思われます。 
 なお、平成17年３月期の連結業績予想につきましては、売上高 20,500百万円（前年同期比 14.5％減）、経常利
益 85百万円（前年同期比 67.6％減）、当期純利益 40百万円（前年同期比 82.5％減）と予想しております。 

Ⅱ．財政状態 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、664百万円となり、
前連結会計年度より448百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ
ります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果使用した資金は79百万円（前年同期は16百万円の獲得）となりました。これは主に税金等調整前
中間純利益47百万円の計上、たな卸資産の減少283百万円及び売上債権の減少218百万円と増加要因はありました
が、仕入債務の減少が703百万円となったこと等により減少したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は55百万円（前年同期比21百万円減）となりました。これは主に当社直営焼肉店
「あふさか牛太郎」の新規出店、店舗拡充等における有形固定資産の取得による支出が84百万円あったことを反映
したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は317百万円（前年同期比222百万円増）となりました。これは短期借入金の減少額
1,104百万円、長期借入金の返済による支出額398百万円及び配当金の支払額26百万円が、長期借入による収入額
1,211百万円と相殺されたことによるものであります。 
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４．中間連結財務諸表等 
(1) 中間連結貸借対照表 

   
前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 ＊2   1,396,183     1,505,536     1,968,676  

２ 受取手形及び売
掛金     2,864,972     2,278,184     2,496,380  

３ たな卸資産     1,223,399     472,829     756,583  

４ その他     217,135     178,165     153,262  

５ 貸倒引当金     △37,139     △42,182     △44,709  

流動資産合計     5,664,552 67.4   4,392,534 62.4   5,330,192 66.9 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

(1）建物及び構築
物 ＊1,2 1,027,405     1,007,366     995,793    

(2）機械装置及び
運搬具 *1 3,828     14,027     17,427    

(3）土地 *2 666,661     666,661     666,661    

(4）その他 *1 13,152 1,711,048   12,552 1,700,607   11,206 1,691,088  

２ 無形固定資産     21,235     16,036     18,953  

３ 投資その他の資
産                    

(1）保険積立金 *2 220,799     220,799     220,799    

(2）保証金   439,788     409,540     419,642    

(3）その他 *2 362,930     317,283     303,353    

(4）貸倒引当金   △20,981 1,002,536   △19,569 928,054   △20,334 923,461  

固定資産合計     2,734,821 32.6   2,644,698 37.6   2,633,504 33.1 

資産合計     8,399,374 100.0   7,037,233 100.0   7,963,696 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛
金     1,544,315     1,168,754     1,872,129  

２ 短期借入金 *2   3,630,792     1,733,366     2,837,420  

３ １年内返済予定長
期借入金 *2   －     941,530     392,780  

４ 未払金 *2   472,764     392,993     336,449  

５ 未払法人税等     19,668     9,532     21,654  

６ 賞与引当金     34,660     44,976     39,510  

７ ポイントカード引
当金     －     8,539     8,775  

８ その他 *2   464,249     125,827     117,522  

流動負債合計     6,166,451 73.4   4,425,520 62.9   5,626,242 70.7 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 *2   1,261,892     1,601,674     1,337,152  

２ 退職給付引当金     4,790     4,854     4,021  

３ その他     167,951     97,376     133,214  

固定負債合計     1,434,634 17.1   1,703,905 24.2   1,474,387 18.5 

負債合計     7,601,085 90.5   6,129,425 87.1   7,100,629 89.2 

                     

（少数株主持分）                    

少数株主持分     － －   － －   － － 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     364,520 4.3   364,520 5.2   364,520 4.6 

Ⅱ 資本剰余金     204,070 2.4   204,070 2.9   204,070 2.6 

Ⅲ 利益剰余金     215,744 2.6   300,786 4.3   288,273 3.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     14,800 0.2   42,671 0.6   14,667 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △847 △0.0   △4,240 △0.1   △8,465 △0.1 

資本合計     798,288 9.5   907,808 12.9   863,066 10.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計     8,399,374 100.0   7,037,233 100.0   7,963,696 100.0 
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(2) 中間連結損益計算書 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     12,340,331 100.0   9,857,670 100.0   23,963,854 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,818,645 87.7   8,497,350 86.2   20,984,078 87.6 

売上総利益     1,521,685 12.3   1,360,319 13.8   2,979,776 12.4 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 *1   1,297,756 10.5   1,214,152 12.3   2,521,320 10.5 

営業利益     223,929 1.8   146,166 1.5   458,455 1.9 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   826     639     1,641    

２ 受取配当金   674     1,570     1,014    

３ 受取手数料   2,029     1,514     3,972    

４ 受取家賃   1,267     4,294     5,562    

５ 販売促進協賛金   1,346     1,556     2,798    

６ その他   3,632 9,777 0.1 1,624 11,200 0.1 5,698 20,687 0.1 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   60,121     53,179     118,419    

２ 為替差損   8,754     228     68,521    

３ その他   6,948 75,824 0.6 8,963 62,370 0.6 30,032 216,974 0.9 

経常利益     157,882 1.3   94,997 1.0   262,169 1.1 

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益 *2 －     71     －    

２ 貸倒引当金戻入
益   16     3,298     11    

３ 保険料収入   49,896     －     49,896    

４ 役員負担金 *6 － 49,912 0.4 10,000 13,369 0.1 － 49,907 0.2 

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産除却損 *3 38     165     337    

２ 投資有価証券評
価損   －     4,089     －    

３ 会員権評価損   11,500     －     11,500    

４ 店舗解約損失 *4 7,213     －     31,197    

５ 店舗閉鎖損失 *5 －     －     4,457    

６ 役員退職金   13,238     2,940     13,238    

７ 保険積立金解約
損   2,243     －     2,243    

８ 牛肉売買代金返
還金 *6 － 34,233 0.3 53,261 60,455 0.6 － 62,973 0.3 

税金等調整前中
間（当期）純利
益 

    173,560 1.4   47,910 0.5   249,103 1.0 

法人税、住民税
及び事業税   17,451     6,791     19,766    

法人税等調整額   △251 17,199 0.1 1,767 8,558 0.1 445 20,212 0.0 

中間(当期)純利
益     156,361 1.3   39,352 0.4   228,890 1.0 
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(3) 中間連結剰余金計算書 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）              

Ⅰ 資本剰余金期首残高     259,120   204,070   259,120 

Ⅱ 資本剰余金減少高              

 １ 欠損填補による減少
額   55,049 55,049 － － 55,049 55,049 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高     204,070   204,070   204,070 

               

（利益剰余金の部）              

Ⅰ 利益剰余金期首残高     4,333   288,273   4,333 

Ⅱ 利益剰余金増加高              

１ 中間（当期）純利益   156,361   39,352   228,890  

２ 資本剰余金取崩額   55,049 211,410 － 39,352 55,049 283,940 

Ⅲ 利益剰余金減少高              

１ 配当金   － － 26,840 26,840 － － 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高     215,744   300,786   288,273 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー        

税金等調整前中間（当期）
純利益   173,560 47,910 249,103 

減価償却費   45,884 48,790 94,680 

賞与引当金の増加額   3,533 5,466 8,382 

貸倒引当金の増加額 
（△減少額）   15,864 △3,292 22,787 

退職給付引当金の増加額 
（△減少額）   △226 833 △996 

受取利息及び受取配当金   △1,501 △2,209 △2,656 

支払利息   60,121 53,179 118,419 

会員権評価損   11,500 － 11,500 

有形固定資産売却益   － △71 － 

投資有価証券評価損   － 4,089 － 

有形固定資産除却損   38 165 3,550 

売上債権の減少額 
（△増加額）   △207,689 218,195 160,902 

その他資産の増加額   △47,146 △32,536 △15,846 

たな卸資産の減少額 
（△増加額）   △74,911 283,753 391,904 

仕入債務の増加額 
（△減少額）   27,608 △703,375 355,423 

その他負債の増加額   161,647 58,061 27,882 

未払消費税等の増加額 
（△減少額）   △91,148 6,845 △118,916 

その他   － 4,408 － 

小計   77,135 △9,786 1,306,122 

利息及び配当金の受取額   1,478 2,208 2,629 

利息の支払額   △60,625 △48,843 △115,514 

法人税等の支払額   △1,779 △23,321 △2,108 

営業活動によるキャッシュ・
フロー   16,208 △79,742 1,191,128 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー        

投資有価証券の取得による
支出   △609 △615 △1,221 

投資有価証券の売却による
収入   10,206 － 10,206 

有形固定資産の取得による
支出   △47,001 △84,127 △104,825 

有形固定資産の売却による
収入   － 258 － 

無形固定資産の取得による
支出   △2,580 △855 △2,580 

保証金の払込による支出   △10,115 △4,506 △10,192 

保証金の回収による収入   8,167 11,607 28,390 

定期預金預入による支出   △72,864 △27,045 △123,913 

定期預金払戻による収入   29,830 42,003 140,058 

貸付金の回収による収入   8,613 8,250 17,188 

投資活動によるキャッシュ・
フロー   △76,353 △55,028 △46,889 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー        

短期借入金の純減少額   △773,926 △1,104,053 △1,567,299 

長期借入れによる収入   800,000 1,211,662 1,141,650 

長期借入金の返済による支
出   △120,940 △398,390 △267,330 

配当金の支払額   － △26,840 － 

財務活動によるキャッシュ・
フロー   △94,866 △317,621 △692,979 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額   △3,592 4,211 △11,193 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額）   △158,604 △448,181 440,066 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高   672,538 1,112,604 672,538 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 * 513,933 664,422 1,112,604 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ２社 
連結子会社の名称 
㈱セイワ物流 
REXUS INTERNATIONAL 
CORPORATION 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事
項 

 非連結子会社及び関連会社はあ
りません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日
（決算日）等に関する事
項 

 すべての連結子会社の中間決算
日は、中間連結決算日と一致して
おります。 

同左  すべての連結子会社の事業年度
の末日は、連結決算日と一致して
おります。 

４．会計処理基準に関する事
項 

     

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
 中間連結会計期間末の市場
価格等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均
法により算定） 

① 有価証券 
その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
同左 

① 有価証券 
その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
 当連結会計年度末の市場価
格等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法
により算定） 

  ｂ．時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

ｂ．時価のないもの 
同左 

ｂ．時価のないもの 
同左 

  ② デリバティブ 
 時価法 

② デリバティブ 
同左 

② デリバティブ 
同左 

  ③ たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 
 主として個別法による原価
法 

③ たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 

③ たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 

  ｂ．貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価
法 

ｂ．貯蔵品 
同左 

ｂ．貯蔵品 
同左 

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
 当社及び国内連結子会社は、
建物は定額法、建物以外につい
ては定率法、また、在外連結子
会社は定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 
建物及び構築物  ７～44年 
機械装置及び運搬具５～９年 
その他      ３～20年 

① 有形固定資産 
同左 

 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 
建物及び構築物  同左 
機械装置及び運搬具３～９年 
その他      同左 

① 有形固定資産 
同左 

 なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。 
建物及び構築物  同左 
機械装置及び運搬具５～９年 
その他      同左 

  ② 無形固定資産 
 定額法によっております。な
お、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可
能期間（５年）に基づいており
ます。 

② 無形固定資産 
同左 

② 無形固定資産 
同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を考慮し、
回収不能見込額を計上しており
ます。 

① 貸倒引当金 
同左 

① 貸倒引当金 
同左 

  ② 賞与引当金 
 当社及び国内連結子会社は、
従業員の賞与の支給に備えるた
め、将来の支給見込額のうち、
当中間連結会計期間の負担額を
計上しております。 

② 賞与引当金 
同左 

② 賞与引当金 
 当社及び国内連結子会社は、
従業員の賞与の支給に備えるた
め、将来の支給見込額のうち、
当連結会計年度の負担額を計上
しております。 

  ③    ───── ③ ポイントカード引当金 
 ポイントカードにより顧客に
付与したポイント利用に備える
ため、当中間連結会計期間末の
ポイント残高に対し、利用実績
率に基づき算出した将来利用さ
れると見込まれる額を計上して
おります。 
（追加情報） 
 前連結会計年度より、焼肉店
「あふさか牛太郎」において、
ポイントカード制度を導入した
ため、ポイントカード引当金を
計上しております。なお、前連
結会計年度下半期において、会
員数の増加に伴いポイント残高
が増加し、金額的重要性が増し
たこと及び利用実績率を合理的
に見積もることができるように
なったことから、前連結会計年
度末よりポイントカード引当金
を計上することとしたものであ
り、前中間連結会計期間末は、
ポイントカード引当金の計上は
行っておりません。 

③ ポイントカード引当金 
 ポイントカードにより顧客に
付与したポイント利用に備える
ため、当連結会計年度末のポイ
ント残高に対し、利用実績率に
基づき算出した将来利用される
と見込まれる額を計上しており
ます。 
（追加情報） 
 当連結会計年度より、焼肉店
「あふさか牛太郎」において、
ポイントカード制度を導入した
ため、ポイントカード引当金を
計上しております。なお、当連
結会計年度下半期において、会
員数の増加に伴いポイント残高
が増加し、金額的重要性が増し
たこと及び利用実績率を合理的
に見積もることができるように
なったことから、当連結会計年
度末よりポイントカード引当金
を計上することとしたものであ
り、当中間連結会計期間末は、
ポイントカード引当金の計上は
行っておりません。 

  ④ 退職給付引当金 
 当社は、従業員の退職給付に
備えるため、当中間連結会計期
間末の年金財政計算における責
任準備金により見込まれる退職
給付債務及び年金資産の額に基
づき、当中間連結会計期間末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。な
お、国内連結子会社は、当中間
連結会計期間に適格退職年金制
度を終了し、中小企業退職金共
済制度に加入しております。こ
れによる影響は軽微でありま
す。 

④ 退職給付引当金 
 当社は、従業員の退職給付に
備えるため、当中間連結会計期
間末の年金財政計算における責
任準備金により見込まれる退職
給付債務及び年金資産の額に基
づき、当中間連結会計期間末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。な
お、国内連結子会社は、中小企
業退職金共済制度に加入してお
ります。 

④ 退職給付引当金 
 当社は、従業員の退職給付に
備えるため、当連結会計年度末
の年金財政計算における責任準
備金により見込まれる退職給付
債務及び年金資産の額に基づ
き、当連結会計年度末において
発生していると認められる額を
計上しております。なお、国内
連結子会社は、当連結会計年度
に適格退職年金制度を終了し、
中小企業退職金共済制度に加入
しております。これによる影響
は軽微であります。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連
結決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、在外
子会社の資産及び負債は、中間連
結決算日の直物為替相場、収益及
び費用は期中平均相場により円貨
に換算しており、換算差額は資本
の部における為替換算調整勘定に
含めております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に
換算し、為替差額は損益として処
理しております。なお、在外子会
社の資産及び負債は、連結決算日
の直物為替相場、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し
ており、換算差額は資本の部にお
ける為替換算調整勘定に含めてお
ります。 

(5）重要なリース取引の処
理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リ
ース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方
法 

① ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用してお
ります。なお、為替予約取引に
ついて振当処理の要件を充たし
ている場合には振当処理を採用
しております。 

① ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によっており
ます。なお、為替予約取引につ
いて振当処理の要件を充たして
いる場合には振当処理を、金利
スワップ取引について特例処理
の要件を充たしている場合には
特例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段…為替予約取引 
ヘッジ対象…外貨建金銭債務

及び外貨建予定
取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

ｂ．ヘッジ手段…金利スワッ
プ取引 

  ヘッジ対象…借入金の支
払利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

 ｂ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 
 外貨建の商品代金の支払いに
ついて、将来の取引市場での為
替相場変動リスクを回避する目
的で行っており、原則として外
貨建仕入契約の残高の範囲内で
デリバティブ取引を利用するこ
ととし、投機目的のデリバティ
ブ取引は、行わない方針であり
ます。 

③ ヘッジ方針 
 外貨建の商品代金の支払いに
ついて、将来の取引市場での為
替相場変動リスクを回避するこ
と及び借入金に係る金利の相場
変動によるリスクを回避するこ
とを目的に行っております。原
則として外貨建仕入契約の残高
範囲内で為替予約取引を、借入
金残高の範囲内で金利スワップ
取引を利用することとし、投機
目的のデリバティブ取引は、行
わない方針であります。 

③ ヘッジ方針 
同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 
 キャッシュ・フロー変動を完
全に相殺するものと想定するこ
とができるため、ヘッジの有効
性の判定は省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

(7）その他中間連結財務諸
表（連結財務諸表）作
成のための基本となる
重要な事項 

消費税等の会計処理 
 当社及び国内連結子会社の消費
税等の会計処理は、税抜方式を採
用しております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 

５．中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書（連結キャッ
シュ・フロー計算書）に
おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。 

同左 同左 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

────── 
  

（中間連結損益計算書） 
 「受取家賃」は、前中間連結会計期間は、営業外収益
の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連
結会計期間において営業外収益の総額の100分の10を超え
たため区分掲記しました。 
 なお、前中間連結会計期間の「受取家賃」の金額は620
千円であります。 

（中間連結貸借対照表） 
 「１年内返済予定長期借入金」は、前中間連結会計期
間末は、流動負債の「その他」に含めて表示しておりま
したが、当中間連結会計期間末において負債、少数株主
持分及び資本の合計額の100分の５を超えたため区分掲記
しました。 
 なお、前中間連結会計期間末の「１年内返済予定長期
借入金」の金額は272,780千円であります。 

────── 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

574,645千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

       641,455千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

       601,974千円 
＊２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 
(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 
現金及び預金 110,228千円
建物及び構築物 469,275千円
土地 666,661千円
保険積立金 220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

172,160千円

計 1,639,125千円

建物及び構築物   452,915千円
土地   666,661千円
保険積立金   220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

  204,226千円

計 1,544,603千円

建物及び構築物   461,094千円
土地   666,661千円
保険積立金   220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

  172,627千円

計 1,521,182千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 2,566,039千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

1,526,672千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

337,726千円

計 4,430,438千円

短期借入金 1,145,255千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

2,315,204千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

  267,843千円

計 3,728,303千円

短期借入金 1,904,752千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

1,435,932千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

  170,990千円

計 3,511,674千円

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

従業員（５名） 2,860千円 従業員（５名）   1,310千円 従業員（７名）    2,268千円

 ４    ──────  ４    ──────  ４ 受取手形割引高 70,049千円 

 ５    ──────   ５ 当社は、長期安定資金を確保
し財務基盤の強化を図るため、
主力取引銀行４行との間で、分
割実行可能期間付シンジケート
ローン契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当中間連
結会計期間末の借入未実行額は
次のとおりであります。 
貸出コミットメ
ントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 －千円

 ５ 当社は、長期安定資金を確保
し財務基盤の強化を図るため、
主力取引銀行４行との間で、分
割実行可能期間付シンジケート
ローン契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当連結会
計年度末の借入未実行額は次の
とおりであります。 
貸出コミットメ
ントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,000,000千円
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。 

荷造運賃 137,068千円
貸倒引当金繰入額 15,880千円
給料手当 381,784千円
賞与引当金繰入額 34,660千円
退職給付引当金繰
入額 

8,600千円

賃借料 239,519千円

給料手当 354,133千円
賞与引当金繰入額  44,976千円
退職給付引当金繰
入額 

 6,803千円

賃借料 243,522千円

ポイントカード引
当金繰入額 

  8,775千円

荷造運賃 318,131千円
貸倒引当金繰入額  22,788千円
給料手当 772,930千円
賞与引当金繰入額  39,510千円
退職給付引当金繰
入額 

 17,034千円

賃借料 484,761千円

＊２   ────── ＊２ 固定資産売却益の内訳は次の
とおりであります。 

  機械装置及び運搬具    71千円 

＊２   ────── 

＊３ 固定資産除却損の内訳は次の
とおりであります。 

＊３ 固定資産除却損の内訳は次の
とおりであります。 

＊３ 固定資産除却損の内訳は次の
とおりであります。 

有形固定資産のそ
の他 

38千円

   

建物及び構築物   42千円
有形固定資産のそ
の他 

  122千円
機械装置及び運搬
具 

  299千円

有形固定資産のそ
の他 

  38千円

＊４ 店舗解約損失の内訳は次のと
おりであります。 

＊４   ────── ＊４ 店舗解約損失の内訳は次のと
おりであります。 

保証金解約損 5,000千円
店舗設計料 1,250千円
農業用水路施設権 963千円

  加盟金解約損  23,983千円
保証金解約損  5,000千円
店舗設計料   1,250千円
農業用水路施設権    963千円

＊５   ────── ＊５   ────── ＊５ 店舗閉鎖損失の内訳は次のと
おりであります。 

    店舗設備除却損  3,213千円
店舗閉鎖解体工事  875千円
リース解約損   368千円

＊６   ────── ＊６ 平成16年５月に当社役員（元
代表取締役）による「補助金等
に係る予算の執行の適正化に関
する法律」違反が発覚し、受給
した金額（53,261千円）を自主
返還し特別損失に計上しており
ます。また、上記損失額の同役
員の負担金（10,000千円）を特
別利益に計上しております。 

＊６   ────── 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

＊ 現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係 

（平成15年９月30日現在） （平成16年９月30日現在） （平成16年３月31日現在） 

  (千円)
現金及び預金勘定 1,396,183
預入期間が３か月を
超える定期預金 

△882,250

現金及び現金同等物 513,933

  (千円)
現金及び預金勘定 1,505,536
預入期間が３か月を
超える定期預金 

△841,114

現金及び現金同等物 664,422

  (千円)
現金及び預金勘定 1,968,676
預入期間が３か月を
超える定期預金 

△856,071

現金及び現金同等物 1,112,604
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① リース取引 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

建物及び
構築物 5,845 547 5,298 

機械装置
及び運搬
具 

3,503 350 3,153 

有形固定
資産のそ
の他 

627,658 230,684 396,973 

無形固定
資産 74,140 22,118 52,022 

合計 711,148 253,700 457,447 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

建物及び
構築物 5,845 1,716 4,129 

有形固定
資産のそ
の他 

627,677 352,018 275,659 

無形固定
資産 74,140 37,258 36,882 

合計 707,663 390,992 316,670 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物及び
構築物 5,845 836 5,008 

有形固定
資産のそ
の他 

631,162 305,064 326,098 

無形固定
資産 74,140 30,298 43,842 

合計 711,148 336,199 374,949 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 139,854千円
１年超 326,076千円

合計 465,931千円

１年内   142,382千円
１年超   183,694千円

合計   326,076千円

１年内   141,097千円
１年超   255,249千円

合計   396,347千円

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料 71,874千円
減価償却費相当額 67,685千円
支払利息相当額 5,746千円

支払リース料  74,335千円
減価償却費相当額  70,097千円
支払利息相当額  4,321千円

支払リース料 146,616千円
減価償却費相当額 143,175千円
支払利息相当額  10,895千円

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
同左 
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② 有価証券 
前中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）  当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について4,089千円減損処理を行っており
ます。 
 なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した
場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮し
て必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計
上額（千円） 差額（千円） 

(1）株式 168,981 193,915 24,933 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 168,981 193,915 24,933 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） － 

合計 － 

  取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計
上額（千円） 差額（千円） 

(1）株式 170,208 238,005 67,796 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 170,208 238,005 67,796 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） － 

合計 － 
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前連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

③ デリバティブ取引 
 前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４月１
日 至平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
 当社グループにおけるデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しており、注記すべき事項はありませ
ん。 

  取得原価（千円） 連結貸借対照表計上額 
（千円） 差額（千円） 

(1）株式 169,593 194,303 24,709 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 169,593 194,303 24,709 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） － 

合計 － 
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④ セグメント情報 
ａ．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 
(1) 卸売事業…食肉及び食肉加工品の卸売 
(2) 外食事業…主に焼肉店等の店舗展開・運営 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は146,434千円であり、その主なも
のは親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 
(1) 卸売事業…食肉及び食肉加工品の卸売 
(2) 外食事業…主に焼肉店等の店舗展開・運営 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は143,822千円であり、その主なも
のは親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 
卸売事業 
（千円） 

外食事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 11,199,556 1,140,774 12,340,331 － 12,340,331 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 177,695 － 177,695 (177,695) － 

計 11,377,252 1,140,774 12,518,026 (177,695) 12,340,331 

営業費用 11,031,818 1,115,844 12,147,662 (31,260) 12,116,401 

営業利益 345,434 24,930 370,364 (146,434) 223,929 

 
卸売事業 
（千円） 

外食事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 8,848,960 1,008,710 9,857,670 － 9,857,670 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 184,354 － 184,354 (184,354) － 

計 9,033,314 1,008,710 10,042,025 (184,354) 9,857,670 

営業費用 8,691,085 1,060,950 9,752,035 (40,531) 9,711,503 

営業利益又は営業損失（△） 342,229 △52,240 289,989 (143,822) 146,166 
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前連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 
(1) 卸売事業…食肉及び食肉加工品の卸売 
(2) 外食事業…主に焼肉店等の店舗展開・運営 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は288,718千円であり、その主なも
のは親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 
(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 … 米国 
２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は146,434千円であり、その主なも

のは親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 
卸売事業 
（千円） 

外食事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 21,852,293 2,111,560 23,963,854 － 23,963,854 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 337,531 － 337,531 (337,531) － 

計 22,189,825 2,111,560 24,301,385 (337,531) 23,963,854 

営業費用 21,414,124 2,140,086 23,554,211 (48,812) 23,505,398 

営業利益又は営業損失（△） 775,700 △28,525 747,174 (288,718) 458,455 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 12,243,506 96,824 12,340,331 － 12,340,331 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 1,465,781 1,465,781 (1,465,781) － 

計 12,243,506 1,562,606 13,806,112 (1,465,781) 12,340,331 

営業費用 11,884,127 1,554,319 13,438,447 (1,322,045) 12,116,401 

営業利益 359,378 8,286 367,665 (143,735) 223,929 
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当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 
(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 … 米国 
２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は143,822千円であり、その主なも

のは親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 
(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 … 米国 
２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は288,718千円であり、その主なも

のは親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

ｃ．海外売上高 
前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４月１
日 至平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 9,854,721 2,948 9,857,670 － 9,857,670 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 571,720 571,720 (571,720) － 

計 9,854,721 574,669 10,429,391 (571,720) 9,857,670 

営業費用 9,558,501 581,976 10,140,478 (428,974) 9,711,503 

営業利益又は営業損失（△） 296,220 △7,306 288,913 (142,746) 146,166 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 23,736,379 227,474 23,963,854 － 23,963,854 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 1,997,048 1,997,048 (1,997,048) － 

計 23,736,379 2,224,523 25,960,903 (1,997,048) 23,963,854 

営業費用 23,052,357 2,166,366 25,218,723 (1,713,324) 23,505,398 

営業利益 684,022 58,157 742,179 (283,724) 458,455 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 148.71円

１株当たり中間純利益 29.13円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

29.03円

１株当たり純資産額   169.11円

１株当たり中間純利益     7.33円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

    7.30円

１株当たり純資産額   160.78円

１株当たり当期純利益   42.64円

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

   42.35円

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

 中間（当期）純利益（千円） 156,361 39,352 228,890 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

 普通株主に係る中間（当期）純利益 
 （千円） 

156,361 39,352 228,890 

 期中平均株式数（千株） 5,368 5,368 5,368 
       

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

     

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（千株） 18 23 36 

  （うち新株予約権） (18) (23) (36) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ──────  ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 ──────  ──────  平成16年５月７日に当社取締役１名
が以下の取引に関して「補助金等に係
る予算の執行の適正化に関する法律」
違反容疑で逮捕され、同年５月28日に
起訴されました。 
販売先 羽曳野市食肉事業共同組合 
販売時期 平成13年11月30日 
販売内容 

 当社は、その社会的責任に基づき、
平成16年６月11日開催の取締役会にお
いて、上記取引金額を限度として損害
賠償する旨を決議いたしました。この
結果、賠償が認められた場合には、同
額の損失計上が見込まれます。 

国産牛肉  47ｔ  49,337千円
サイコロステーキ 12ｔ 3,923千円

 計   53,261千円
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５．生産、受注及び販売の状況 
(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の仕入実績及び当該仕入実績の総仕入実績に対

する割合は、次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）生産実績 

 該当事項はありません。 

(3）受注状況 

 該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （単位：千円）

事業の種類別セグメントの名称 金額 
 

前年同期比 

卸売事業 7,945,118 76.1％ 

外食事業 347,515 90.5 

合計 8,292,634 76.7 

                                           （単位：千円）

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

金額 割合 金額 割合 

Swift & Company 1,560,293 14.4％ － － 

  （単位：千円）

事業の種類別セグメントの名称 金額 
 

前年同期比 

卸売事業 8,848,960 79.0％ 

外食事業 1,008,710 88.4 

合計 9,857,670 79.9 
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